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円高ドル安為替レート調整に向けた

1985 年 G5 を契機に、輸出志向性の

強い日本企業は大量かつ継続的に米欧

および東アジアの 3 拠点に向けて生

産拠点をシフトさせた。これは日本の

直接投資「第 3 波」と称され、直接

投資関連貿易の高まりを通じ、特に日

本および日本・東アジア間貿易に大き

な影響を及ぼした。

直接投資関連貿易は 2 つのチャネ

ルを通して、投資国と被投資国の双方

に影響を及ぼす。投資国日本は海外に

進出した日本企業に対し中間財を輸出

する。日本の総輸出に占める進出先日

本企業に対する輸出比率は、1986年

の 1 2 . 8 ％から 2 0 0 1 年には実に

37.3 ％に高まった。東アジアの割合

は調達比率で 3 7 . 7 ％、調達額で

29.8%を占める（2001年）。一方、日

本は進出日本企業が生産した製品を輸

入する（「逆輸入」）。日本の総輸入に

占める「逆輸入」の割合は 1986年の

4.5％から 2001年には 15.1％に上昇

した。2001年「逆輸入」に占める東

アジアの比率は実に 86.3％にも達す

る。業種別直接投資関連貿易で最も比

率が高いのは、各地域共通して輸出入

とも機械を中心とする製造業、とりわ

け 50％以上を占める電気機械で、次

いで一般機械である。

東アジアのうち ASEANは 1980年

代に入り輸出志向工業化路線を強化し

たが、輸出志向性の強い日本企業を導

入することによって、その路線を加速、

さらに貿易構造を高度化させた。

1990年代前半、進出先国の輸出拡大

における日本企業の寄与率が 80％以

上にも達した例がみられた（タイとイ

ンドネシア）。進出日本企業の対日輸

出シェアが 50％以上にもなる国もあ
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る（フィリピン、タイおよびマレーシ

ア）（注 1）。

日本の直接投資関連貿易は、これに

誘発された東アジア貿易構造高度化と

連動して、両者の貿易構造および両者

間の貿易にいくつかの大きな変化をも

たらした。まず日本と東アジア間の貿

易パターンが、史上初めて、垂直的分

業から相互に工業品や製品を中核とす

る水平的分業にシフトしたことであ

る。この過程で内外の環境変化を反映

してさらに新しい構造変化が発生し

た。日本が貿易面で東アジアへの依存

度を一層高めたことである。一方、東

アジアが日本への貿易上の依存度を低

下させ、日本と東アジア間の相互依存

の非対称性が一段と進行した。以上の

帰結は日本の東アジアにおけるプレゼ

ンスの一層の低下である。本小論はそ

れらを分析する。

日本の貿易構造変化

日本の主要貿易相手国・地域が大き

く変化している。戦後最大の貿易相手

国はある時期まで一貫して米国であっ

た。しかし、日本の対米輸出シェアは

1985年に 37.2％というピークを画し

て以降、低下傾向を示し、2002年に

は 28.5％にまで低下した。対米輸入

シェアは 1990 年代を通じほぼ 22 ％

の水準を維持してきたが、2000年代

に入ると 20 ％を下回り 2002 年には

17.1 ％にまで低下した。一方、米国

も輸出入とも対日シェアをほぼ一貫し

て低下させている。日米は貿易におい

て長期的に相互に相対的比重を低下さ

せる過程に入ったといっても過言では

ない（表 1）。

日本の対米貿易が上記のような推移

をたどっているのに対し、対東アジア

（NIES、ASEANおよび中国）は輸出

で 1991年に、輸入では 1980年まで

に米国を抜き、主要国・地域のうち輸

出入とも最大の相手国である。日本の

総輸出に占める東アジアの比率は

年次
日本の対米貿易 米国の対日貿易
輸出 輸入 輸出 輸入

1970 30.7 29.4 10.8 21.0
1980 24.2 17.4 9.4 13.3
1985 37.2 19.9 10.6 20.3 
1990 31.5 22.3 12.3 18.5
1995 27.3 20.9 11.0 16.2 
1999 30.7 21.6 8.3 12.9 
2000 29.7 19.0 8.3 12.1 
2001 30.0 18.1 7.9 11.1 
2002 28.5 17.1 7.4 10.6

表 1 日米間貿易の構造
（単位：％）

（注）輸入は FOBベース
（資料）国際貿易投資研究所（ITI）データベー

スなどより作成
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1960年の 13.3％からその後一貫して

上昇を続け、1991 年には 30 ％を超

え、1996年には 42.8％とピークを画

した後に一時期低下したが、反転して

2002年には 41.6％に高まった（表 2）。

一方、東アジアからの輸入シェアはほ

ぼ一貫して上昇し、1960 年の 9.3 ％

から 2002年には 43.6％となった。

製品輸入でも東アジアは最大の輸入先

日本の製品輸入でも、東アジアは

1987 年に EU を、翌 1988 年に米国

を抜き、主要国・地域のうち最大の相

手先となった（表 3）。日本が東アジ

アからの製品輸入を急増させたのは、

直接投資関連貿易のうちの特に「逆輸

入」によるものである。日本の総輸入

に占める「逆輸入」比率は 1986年の

4.5％から 2001年には 15.1％に高ま

った。日本の製品輸入に占める東アジ

アのシェアは 2001 年以降 50 ％を超

えた。しかし平均製品輸入比率は先進

国に比べて依然低く、2002 年でも

62.1 ％でしかない。日本の製品輸入

比率（表 4）は、1970 年代に 2 度の

石油危機で 20％台にまで低下を余儀

なくされたが、その後は第 2 次世界

大戦以来の最高水準を毎年更新してき

た。しかし、長い工業化の歴史を有し、

製品輸入比率が 70％以上という米欧

諸国を上回ったことは、これまで一度

も無い。それにもかかわらず製品輸入

比率について、東アジアをグループ別

にみると、NIESは既に 1986 年に対

世界や米国を上回っており、2002年

には 84.2％という高さである。中国

年次

輸出 輸入

NIES ASEAN 中国 合計 NIES ASEAN 中国 合計シンガ
ポール

シンガ
ポール

1980 11.3 10.0 3.0 3.9 25.7 4.9 14.4 1.3 3.3 22.4 
1985 10.5 6.4 2.2 7.1 24.1 8.4 14.8 1.9 5.5 25.5 
1990 16.0 11.5 3.7 2.1 29.6 12.4 12.4 2.2 4.4 26.6 
1995 19.9 17.3 5.2 5.0 42.1 13.6 14.4 2.0 9.5 34.4 
2000 19.6 13.8 4.3 6.3 39.7 13.9 15.6 3.0 12.1 41.8 
2001 18.1 12.9 3.6 7.7 38.7 12.9 15.5 3.0 14.3 42.6 
2002 22.7 12.7 3.4 9.6 41.6 12.4 15.3 2.9 15.9 43.6 

表 2 日本の対東アジア貿易構造の推移
（単位：％）

（注）①シンガポールは ASEANに含む、②マトリックス・ベース（輸入は FOBベース）
（資料）表 1に同じ
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の製品輸入比率は 1988 年に対世界、

さらに翌 1989 年には対米を上回り、

2002 年には 85.2 ％と EU（86.2 ％）

を下回るものの、NIESを上回るまで

になった。東アジアからの財別輸入構

成では、共通して機械機器のシェアが

最大である。シェアを最も急増させた

のは ASEAN と中国である。財別に

主要国・地域シェアをみると、化学製

品を除き、いずれも東アジアが最大で

ある。繊維製品輸入では東アジアが実

に 80％以上も占める。

急増する「逆輸入」

日本が東アジアから製品輸入を急増

させている背後に「逆輸入」がある。

「逆輸入」とは、日本企業が海外に進

年次 世界 米国 EU NIES ASEAN 中国 東アジア

製品輸入の

国別構成

1986 100 33.4 22.7 14.8 2.8 3.7 21.3
1990 100 27.5 26.1 16.1 4.9 5.2 26.3
1995 100 25.2 21.5 16.7 9.2 14.0 39.8
2000 100 22.8 17.5 16.7 12.5 19.6 48.9
2001 100 21.4 18.1 15.0 12.4 22.6 50.0
2002 100 19.9 18.0 14.2 12.0 25.1 51.4

機械輸入の

国別構成

1986 100 53.3 25.0 11.5 1.3 0.3 13.0
1990 100 43.8 29.6 13.4 3.6 1.3 18.3
1995 100 36.3 22.4 20.8 10.4 6.1 37.2
2000 100 29.5 16.1 21.5 15.7 12.0 49.3
2001 100 27.7 16.7 19.2 15.8 15.1 50.1
2002 100 25.7 16.4 17.9 14.7 19.3 52.0

機械 /製品

輸入比率

1986 27.9 44.4 30.8 21.6 12.7 1.9 17.0
1990 34.6 55.1 39.2 28.8 25.3 8.4 24.1
1995 42.8 61.6 44.7 53.3 48.2 18.6 39.9
2000 51.7 66.9 47.5 66.4 64.9 31.6 52.1
2001 50.7 65.8 46.9 64.9 64.6 33.9 50.8
2002 51.2 66.2 46.6 64.4 62.6 39.4 51.7

表 3 日本の製品輸入の主要国・地域別構成
（単位：％）

（資料）『外国貿易概況』より作成

年次 世界 米国 EU NIES ASEAN 中国
1986 41.8 60.7 85.5 62.3 10.8 34.8 
1990 50.3 62.0 86.1 73.4 23.9 50.8 
1995 59.1 66.4 87.4 80.3 47.6 77.3 
2000 61.1 73.3 86.8 83.6 59.6 82.7 
2001 61.4 72.5 87.0 84.1 59.9 84.0 
2002 62.1 72.2 86.2 84.2 59.5 85.2 

表 4 日本の製品輸入比率
（単位：％）

（出所）日本貿易振興会『日本の貿易動向 2001
～ 02』2003 年 8 月（原データは『外国
貿易概況』）
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出し、そこで生産した製品を日本が輸

入することである。

日本が東アジアからの「逆輸入」を

最も急増させた 1995年から 2000年

の変化に関し、次の特徴点を指摘でき

る。①「逆輸入」総額は 2 兆 9,311

億円から 8兆 7,536億円と 2.99倍増

加した。製造業は 1 兆 6,590 億円か

ら 4兆 9,230億円へと 2.97倍に増加

した。このうち機械は 1 兆 3,410 億

円から 4兆 460億円へと 3.02倍とい

う最高の伸びをみせた。②製造業比率

は 56.6％から 56.2％へとほとんど変

わっていない。③製造業に占める機械

比率は 80.8％から 82.2％へと一層高

まった。これは通関ベースでみた日本

の東アジアからの製品輸入に占める機

械比率の上昇に対応するものである。

④機械 4 業種のうち電気機械が 4 分

の 3 を占める。これはグループ別に

みてもほとんど変わらない。電気機械

に次いでシェアが大きいのは輸送機械

（9.6％）で、以下、一般機械（8.9％）、

精密機械（7.4％）と続く。⑤電気機

械「逆輸入」のうち最もシェアが大き

いのは ASEAN であるが、53.0 ％か

ら 46.2％に低下した。中国のシェア

は 7.9 ％から 11.3 ％に高まった。一

般機械と精密機械で、シェアが最も高

いのはともに NIESである。

日本の機械の「逆輸入」と日本の通

関ベースとの関連をみると、次のよう

な特徴が挙げられる。① 1995年から

2000年にかけて機械全体の「逆輸入」

比率は上昇し、 2 0 0 0 年には実に

6 2 . 6 ％という高さである。米国

（8.5％）や EU（8.2％）からの「逆

輸入」比率を大きく上回る。②東アジ

アからの電気機械の輸入はほぼ全量

「逆輸入」であるといってもよい。精

密機械では約 3 分の 2 を占める。機

械 3 業種の国・グループ別の比率は

表 5でみるとおりである（注 2）。2000

年の輸送機械の「逆輸入」額のうち

70.5 ％は ASEAN からである（中国

11.8％、NIES4.6％）。

上記のような日本の対東アジア輸入

構造変化は、重大な変化が東アジア地

域で進行していることを示唆してい

る。それは、これまで東アジアでは日

本が唯一の工業国であり、他の東アジ

アとの分業は、日本が工業品を輸出し

一次産品を輸入するという、いわゆる

垂直的パターンであった。しかし近年

製品輸入が急増していることは、製品

や工業品の相互取引が中心となって本

格的水平的分業にシフトしつつあるこ

とを意味し、東アジアで史上初めて水
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平分業が開始される可能性が生まれた

ことである。しかも日本と東アジア間

の製品取引の内部構成も高度化、つま

り機械機器比率が高まり、その可能性

を一層高めている。日本の輸出構造で

は総輸出に機械機器が占める比率が

1990 年までに 4 分の 3（75%）に達

し、その後大きな変動がみられないが、

東アジア向け輸出は大きく変化してい

る。東アジア向け輸出の工業化率（総

輸出に占める化学製品、金属および機

械の重工業品の割合）は 1970年に既

に 67％に達し、その後一貫して上昇

して 1990 年には 87.3 ％になった。

しかも、重化学工業品に占める機械

（自動車を含む）の比重はその間

60％から 86％に高まった。機械機器

4品目（一般、電気、輸送および精密）

のうち、最も高い比率を占める電気機

械の割合が 1980 年の 23.0 ％から

1990年には 40.3％となり、2002年

には 56.2％に達した。一方、日本の

対世界製品輸入に占める機械の割合

は、1986年でも 27.8％と低位であっ

たが、1 9 9 9 年には 5 0 ％を超え、

2002年には 51.2％とになった。対東

アジアでは、1986年には 17.0％と平

均を大きく下回っていたが、1999年

以降追いついた。グループ別にみると、

NIES64.4 ％、ASEAN62.6 ％と筆頭

の米国（66.2 ％）をわずかに下回る

が、EU（46.6 ％）を大きく上回る

（2002年）。

日本の機械貿易の構造と変化の方向

東アジアにおいて水平的分業が開始

されたのは、輸出志向性の強い電気機

械を中心とする日本企業が大量に進出

してはじめて可能となった。1985年

の円高ドル安為替レート調整を契機

逆輸入比率 輸出比率
1995年 2000年 1995年 2000年

機械計

アジア計 44.3 62.6 16.3 32.1
NIES 34.6 58.8 10.8 22.8
ASEAN 75.3 88.3 46.4 48.6
中国 24.7 31.0 15.0 31.8

一般機械

アジア計 10.8 14.8 2.9 5.9
NIES 10.1 17.9 3.5 5.2
ASEAN 7.5 7.9 2.4 5.1
中国 25.0 13.2 1.7 9.2

電気機械

アジア計 62.9 88.7 17.1 44.6
NIES 46.8 95.4 13.2 37.6
ASEAN 118.0 118.8 23.5 61.8
中国 25.7 93.5 26.3 40.9

精密機械

アジア計 58.8 63.8 11.3 13.1
NIES 92.7 94.4 12.2 11.8
ASEAN 40.0 85.6 8.7 14.5
中国 17.9 90.3 8.8 18.8

表 5 日本の直接投資関連貿易の比率
（単位：％）

（注）① NIES は韓国、台湾、香港およびシン
ガポールの 4カ国
②ASEAN はタイ、マレーシア、フィリ
ピンおよびインドネシアの 4カ国

（資料）『海外事業活動基本調査』より作成
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に、機械産業を中心に日本企業が大量

に生産拠点を海外にシフトした 1980

年代後半を経て、その影響が最も大き

く現出した 1990 年代以降を対象に、

日本と東アジア間機械機器貿易構造を

分析する。

日本の東アジアからの機械機器輸入

における品目別構成は表 6 でみると

おりである。同表より次のような特徴

を指摘しうる。①輸入に占める機械機

器の比率は 1985年から 1990年を経

て 1995 年まで飛躍的に上昇してい

る。②機械機器比率の上昇は東アジア

からの輸入の方が大きく、しかもその

後も東アジアの機械機器比率は世界平

均を上回り、一貫して上昇している。

③機械機器の総輸入に占める東アジア

のシェアは 1985 年の 11.5 ％から

2002年には 52.0％に高まった。④東

アジアからの機械機器輸入の品目別構

成では、電気機械のシェアは 1985年

以降低下の一途をたどっているが、

52.5 ％と最も大きい。輸送機械も精

密機械のシェアも低下している。上昇

しているのは一般機械のみである。⑤

日本の品目別機械機器総輸入に占める

東アジアの比率は電気機械の 70.1％

を最高に、以下一般機械 50.0％、精

密機械（27.7 ％）と続き、輸送機械

では 13.6％と最も低い。こうした日

本の東アジアからの機械機器輸入の急

増および高度化は、先に指摘したよう

に、専ら進出日本企業の日本向け輸出、

つまり日本の「逆輸入」によるもので

あるといっても過言ではない。

東アジアからの輸入で機械機器比率

が上昇していることを確認したが、機

械機器を製品と部品に分離して（注 3）、

1990 年から 2002 年にかけての変化

をみると、次のような特徴を指摘でき

年次
機械計

一般
機械

電気
機械

輸送
機械

精密
機械

機種別
東アジアの
シェア

1985 11.5 6.2 22.4 1.5 18.7
1990 18.1 16.2 38.7 2.9 13.7
1995 37.1 40.0 54.4 5.9 23.4
2000 49.3 53.7 62.4 11.9 27.8
2001 49.9 51.5 66.3 14.5 25.9
2002 52.0 50.0 70.1 13.6 27.7

東アジアからの
機械輸入の
機種別構成

1985 100 20.7 61.0 2.8 15.5
1990 100 30.0 55.2 4.3 10.4
1995 100 34.5 54.6 2.9 7.9
2000 100 37.7 52.3 3.0 7.2
2001 100 35.9 53.7 3.2 7.3
2002 100 36.8 52.5 3.4 7.3

世界からの
機械輸入の
機種別構成

1985 100 38.2 31.4 20.9 9.5
1990 100 33.5 25.9 26.9 13.7
1995 100 32.1 37.2 18.2 12.4
2000 100 34.6 41.3 11.3 12.8
2001 100 34.7 40.4 11.0 13.9
2002 100 34.2 38.9 13.2 13.7

表 6 日本の対東アジア機械輸入の構造
（単位：％）

（資料）国際貿易投資研究所『日本の商品別・
地域別貿易指数』より作成
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輸入先 年次 世界 米国 EU(15） NIES ASEAN 中国 東アジア

機種別

部品比率

機械比率 1990 18.0 35.7 35.8 22.1 6.0 4.3 12.3
2002 32.3 48.4 40.7 55.6 37.4 34.0 40.5

部品比率 1990 39.5 44.9 21.2 58.9 74.0 57.5 61.7
2002 49.6 54.3 32.1 62.8 53.4 47.7 54.5

一般機械 1990 46.0 51.4 33.5 49.6 64.7 40.0 53.5
2002 44.8 61.1 43.0 47.0 28.3 33.5 37.6

電気機械 1990 67.5 68.4 57.1 68.3 83.0 64.8 70.6
2002 67.6 76.2 58.8 76.8 63.7 57.8 66.0

輸送機械 1990 13.3 18.9 6.9 46.3 93.4 89.1 51.1
2002 26.7 38.7 13.1 57.7 72.1 30.9 49.2

精密機械 1990 21.7 23.2 18.7 41.9 50.0 0.0 40.7
2002 22.3 23.1 21.6 24.8 46.7 23.6 29.4

部品の

機種別

地域構成

部品計 1990 100 49.7 14.8 20.1 6.5 3.5 30.1
2002 100 25.6 14.0 26.6 14.2 10.2 51.0

一般機械 1990 100 54.8 16.2 12.3 6.0 0.4 18.7
2002 100 32.9 19.2 16.1 12.4 7.9 36.4

電気機械 1990 100 45.7 10.2 28.7 8.4 3.2 40.3
2002 100 21.1 6.8 26.3 21.1 20.9 68.4

輸送機械 1990 100 49.8 28.7 9.1 1.9 0.4 11.4
2002 100 44.7 14.0 8.1 11.2 4.7 24.1

精密機械 1990 100 46.1 17.4 21.3 3.3 0.6 25.2
2002 100 38.2 20.9 7.9 13.5 14.9 36.5

部品の

地域別

機種構成

部品計 1990 100 100 100 100 100 100 100
2002 100 100 100 100 100 100 100

一般機械 1990 39.0 43.1 42.8 23.9 35.9 9.8 25.8
2002 31.7 39.2 37.8 32.2 16.8 27.5 26.4

電気機械 1990 44.4 40.9 30.7 63.6 57.5 82.9 63.4
2002 54.6 39.9 34.8 62.8 73.4 64.2 66.2

輸送機械 1990 8.9 8.9 17.2 4.0 2.6 2.4 3.6
2002 7.3 12.4 14.8 2.7 4.3 2.9 3.2

精密機械 1990 7.6 7.0 8.9 8.0 3.9 2.4 6.7
2002 6.3 8.4 12.4 2.2 5.4 5.3 4.1

表 7 日本の機械部品輸入構造
（単位：％）

（資料）表 6に同じ
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日本の産業構造変化が東アジアに及ぼした影響

る（表 7）。1）世界からの機械機器輸

入に占める部品比率は 39.5 ％から

49.6 ％に上昇したが、対東アジアは

61.7 ％から 54.5 ％に低下した。2）

品目別にみると、対世界では一般機械

を除く 3 品目で部品比率が上昇して

いるのに対し、対東アジアでは全品目

で低下している。3）東アジアからの

部品比率が最も高いのは電気機械で

2 0 0 2 年でも 6 6 . 0 ％を占めるが、

1990年の 70.6％に比べ低下した。4）

以上の変化は東アジアから機械機器最

終製品が増加していることを示してい

る。①東アジアの最終製品のシェアは

11.5％から 47.9％へと大きく上昇し

た。②最も大きくシェアを高めたのは

電気機械で、34.8％から実に 73.6％

にまで上昇した。③東アジアからの最

終製品のシェアは、1990年では電気

機械（42.8 ％）が最も高く、次いで

一般機械（3 6 . 0 ％）であったが、

2002年には一般機械（48.1％）が第

1位となり、次いで電気機械（37.4％）

となった。

東アジアからの総輸入において、機

械機器比率、さらに機械機器に占める

最終製品比率はともに高まっている

が、日本の東アジア向け機械機器輸出

の部品比率は上昇し、しかも世界平均

を上回る。これは東アジアが十分に部

品の供給ができないからである。この

ため、進出日本企業や地場企業に部品

を供給しているのが日本である。日本

の東アジア向け部品輸出について、次

のような特徴が挙げられる。①対世界

部品輸出比率は 1990 年の 35.2 ％か

ら 2002 年には 44.6 ％に、東アジア

向けは 50.7％から 63.6％へといずれ

も上昇し、かつ世界平均を大きく上回

る。②東アジア向け部品比率を品目別

にみると、電気機械が一層上昇し、

2002年には 82.8％が部品でほぼ全量

部品であるといっても過言ではない。

次いで部品比率が高いのは一般機械で

35.2％から 45.5％に高まった。電気

機械を中心に機械機器全般で直接投資

関連輸出の比率が高まっているのは、

進出した日本企業が日本から部品をは

じめ中間財を調達していることを反映

したものである。

進む東アジアの輸出構造高度化

電気機械を中心に日本の東アジア向

け部品輸出比率の上昇は、東アジアか

らの「逆輸入」の増加と表裏一体で進

行している。これが、先に指摘した電

気機械をはじめとする機械機器貿易を
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中心に東アジアにおいて史上初めて水

平的分業を実現し、また同地域の経済

的統合化を推進、さらに日本が輸出入

両方で東アジアへの依存を高めている

動因になっている。一方、こうした構

造変化を東アジア側からみると、機械

機器を中心に日本からの輸入シェア

は、一国ベースで相対的に最も高いが、

低下傾向をみせる。さらに、輸出でも

日本から輸入した大量の部品で組み立

てた機械機器製品を生産し、それを東

アジアは域外、特に米国向け輸出を増

加させ、対日輸出の依存度を低下させ

ていくようになる。つまり東アジアは

日本からの部品輸入を燃料としつつ製

品生産を増加させ、輸出入ともに対日

依存度を低下させていくという構造変

化を進行させたということである。以

下これを分析しよう。

輸出拡大の主役は日系企業

東アジアに進出した日本企業は進出

国の貿易に大きな影響を及ぼし、とり

わけ輸出拡大に貢献した。表 8 ― 1

はそれを示したもので、日本向け輸出

と第三国向け輸出に分離してみると、

それぞれ次のような特徴を指摘でき

る。①日本向け輸出シェアは東アジア

全体で製造業、さらに機械（4 分野）

のレベルで一段と上昇、この結果、総

輸出で 1995年に比べ 2000年にかけ

て高まった。②グループ別にみると、

ASEANのみ全てのレベルで対日輸出

シェアが低下した。ただしわずかな低

下である。NIESも機械でわずかに低

下した。③製造業に占める機械比率は

NIESを除きいずれも高まった。NIES

は 83.3％から 76.4％に低下したが、

日本の通関ベースの 64.4％を上回る。

④日本からの輸入シェアは NIESを除

き低下したが、いずれも輸出シェアを

上回る。製造業のうち、機械の対日輸

入シェアは中国の 71.9％を最高にい

ずれも 60 ％以上という高さである。

以上の結果、⑤アジア全体の対日貿易

収支は 2000 年には 6,890 億円と、

1995年の 3,500億円に比べ 2倍近く

赤字幅を拡大した。しかしグループ別

や財別にみると大きな変化がある。ア

ジア全体で機械貿易の赤字幅が半減し

た。ASEANは全てのレベルで黒字を

計上するに至った。

東アジアに進出した日本企業の第三

国貿易に関する特徴と 1995 年から

2000年にかけての変化は次のとおり。

①第三国向け輸出規模を日本向けと比

較すると、両時点とも前者の方が大き

かったが、相対比率は低下した（ただ
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日本の産業構造変化が東アジアに及ぼした影響

進
出
先

日
本
向
け
輸
出
シ
ェ
ア
日
本
か
ら
の
輸
入
シ
ェ
ア

輸
出
規
模
比
較

バ
ラ
ン
ス

19
95
年

20
00
年

19
95
年

20
00
年

19
95
年

20
00
年

19
95
年

20
00
年

日
本

第
三
国

合
計

日
本

第
三
国

合
計

製
造
業
計

45
.3

48
.3

67
.5

62
.7

1.
21

1.
07

▲
55
5

94
2

38
7

▲ 
29
9

2,
16
3

1,
86
4

ア
ジ
ア

機
械
計

47
.9

49
.6

71
.8

64
.2

1.
09

1.
02

▲ 
55
1

71
5

16
4

▲ 
27
5

1,
71
0

1,
43
5

合
計

39
.2

46
.6

49
.3

53
.7

1.
55

1.
15

▲ 
35
0

1,
16
0

81
0

▲
68
9

1,
88
4

1,
19
5

製
造
業
計

52
.5

57
.4

69
.4

75
.9

0.
91

0.
74

▲
20

76
56

▲
11

31
1

30
0

中
国

機
械
計

46
.6

49
.3

69
.1

71
.9

1.
15

1.
03

▲
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14

▲
83
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0

19
7

合
計
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.7
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.9

69
.7
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.9

0.
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0.
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7
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8
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7
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計
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▲
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1.
83

1.
35
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▲
85
8
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▲
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4

表
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―
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日
本
の
直
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投
資
関
連
貿
易
の
構
造

（
単
位
：
％
、
億
ド
ル
）

（
資
料
）『
我
が
国
企
業
の
海
外
事
業
活
動
』
よ
り
作
成
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し中国の製造業と総額を除く）。なお

ASEAN の機械輸出は、2000 年には

第三国向けが上回った。②製造業輸出

に占める機械比率は、日本向けより低

いが、1995 年に比べ高まった（表 8

― 2）。つまり輸出構造が高度化した。

輸入でも同じ変化がみられた。③対第

三国貿易収支は既に 1995年時点で全

グループや全レベルで黒字を計上して

いたが、2000年には黒字規模は一層

拡大した（ただし NIESの合計のみ縮

小した）。東アジア全体の第三国貿易

黒字計上に対する日本企業の貢献は

1995 年の 14 ％（＝ 123/899）から

2000年には 12％（＝ 175/1,470。以

上いずれも分子、分母とも単位は 10

億ドル）に低下したものの、決して小

さくない。

東アジアは世界的にみて、工業化政

策において早い段階で輸入代替から輸

出志向に転換した。シンガポールを含

む NIES は 1960 年代初頭に転換し

た。その後 1980年代に入り ASEAN

も輸出志向工業化路線に転じた。これ

に拍車を掛けたのが 1980年代中葉以

降の日本企業の大量かつ継続的な進出

である。東アジアに進出した日本企業

の日本向け輸出比率（輸出の対総売上

高）をグループ別に、1995 年から

2000年にかけてみると、次のように

なる。NIES（韓国、台湾、香港およ

びシンガポール）は製造業全体で

12.5％から 23.2％に、機械 4業種で

1 4 . 1 ％から 2 7 . 3 ％に上昇した。

ASEAN は製造業全体で 13.8 ％から

28.1％に、機械 4業種で 15.3％から

31.8 ％に高まった。中国は製造業全

体で 22.7％から 31.5％に、機械 4業

種で 22.7％から 33.6％へといずれも

大きく上昇した。

通関ベースでも、アジア（注 4）の日

本向け輸出で工業化率の上昇、さらに

その高度化を確認することができる。

対日輸出工業化率（総輸出に占める化

学品、機械およびその他工業品の割合）

は、1990年の 50.7％から 1995年の

68.0％を経て 2001年には 73.5％に

上昇した。しかもこの間、工業品のう

日本 第三国
1995 年 2000 年 1995 年 2000 年

輸

出

アジア 80.8 82.2 72.6 78.2
中国 68.1 66.1 86.1 91.6
ASEAN 81.1 82.7 70.2 78.9
NIES 83.3 76.4 72.7 71.6

輸

入

アジア 85.5 82.7 69.7 77.7
中国 86.1 76.2 87.6 93.7
ASEAN 83.1 82.9 69.2 77.9
NIES 87.9 80.5 66.5 68.7

表 8― 2 直接投資関連貿易（製造業に
占める機械比率）

（単位：％）
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日本の産業構造変化が東アジアに及ぼした影響

ちその他工業品比率が 67.3 ％から

56.6％、さらに 46.8％へ低下したの

に対し、機械比率が 2 6 . 9 ％から

38.6％、48.3％へと一層高まり、対日

輸出の高度化が進展している（表 9）。

輸出構造の高度化

アジアの対世界輸出工業化率は

1965年の 29.6％から 1980年までに

50％を超え、2001年には主要国・地

域のうちでは日本（93.9 ％）に次ぐ

85.6 ％という高さで、対日輸出工業

化率を上回る（世界平均 73.2％、米

国 82.8％、西欧 80.8％）。工業品輸

出に占める機械比率は 1 9 6 5 年の

8.6％から 2000年以降 50％を超え、

日本（71.6％）や米国（60.2％）に

次ぐ高いものであり、これも対日工業

品機械機器比率を上回る。世界の機械

機器輸出に占めるアジアのシェアは

1965 年の 0.6 ％から 2001 年には

21.4 ％に上昇した。自動車を除く機

械機器輸出のシェアは 23.8％（2001

年）へと一段と高まる。対世界機械機

器輸出品の内部構成も変化している。

1998年に電気機械は 49.9％を占めて

最も高く、以下一般機械（33.7 ％）、

精密機械（7.0％）、自動車（2.7％）と

続く。2002年には電気機械が 52.0％

と半分を超えると同時に、順位も一般

機械（33.5％）、輸送機器（8.4％）、精

密機械（6.1％）に変わった。

アジアの工業品輸出の世界工業品貿

易に占めるシェアは、 1 9 8 5 年の

7.5％（日本 14.0％）から 1990年ま

でに日本（11.1％）を抜いて 13.9％

と 2 桁台に乗り、その後上昇の一途

をたどって 2001 年には 22.1 ％と日

本の 3 倍近くとなる。東アジアの日

本向け工業品輸出シェアは 1990年以

降、約 1 割でしかない。一国ベース

で最大の工業品輸出先は米国で、その

輸出シェアは 1990 年の 25.7 ％から

1995 年には 21.7 ％に低下した後、

2001年には 22.2％に上昇した。これ

は日本向けの 2 倍以上である。米国

向け輸出の工業化率は 1990年までに

90 ％以上に達し、さらに工業品輸出

の内部構成では 1995年までに機械が

50 ％以上を占める。日本向け輸出に

比べて輸出工業化率ははるかに高く、

しかも機械機器輸出規模でも 2 倍以

上である（表 9）。機械機器 4 品目と

も最大の輸出先は米国である。日本向

け工業品内部構成は、2000年以降ほ

とんど米国向けと同じになった。

一国ベースで東アジアの輸出先の第

1位は米国、第 2位は日本であり、東
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アジアは両国向けをテコに輸出構造の

高度化を達成した。それを象徴する、

特に品目別機械貿易構造をみたのが表

10 である。同表は日本企業の進出に

よってもたらされた構造変化、および

日本、東アジアと米国という 3 国間

の関係を集約的したもので、次の特徴

を指摘できる。①輸出規模は全てのレ

ベルで米国の方が大きい。②輸入規模

は日本の方が大きい。これは日本の東

アジア向け機械機器の部品比率上昇で

みたように、地場で調達できないため

であり、日本企業の進出で一層拍車が

掛かった。東アジアが機械機器製品の

生産と輸出を拡大させるほど、とりわ

け日本からの部品輸入を誘発するよう

になる。この結果、③貿易収支は対日

では全てのレベルで赤字（総額ベース

の中国を除く）であるのに対し、対米

では逆に全てのレベルで黒字である。

これは表 8 ― 1 でみた東アジアに進

出した日本企業の対日、対第三国貿易

収支に対応するものである。

高まる東アジアのプレゼンス

東アジアの貿易構造変化のうち日本

との関係で最も重要なのは、東アジア

の輸出規模で、米国向けが日本向けを

上回ったことである。米国向け輸出規

模を日本と東アジアで比較すると、

1985 年にはそれぞれ 667 億ドル、

511億ドルであったが、1989年には

939.5億ドルと 930.4億ドルでほとん

ど同規模となり、1990年には 911億

ドル対 942 億ドルと逆転し、その後

一貫して東アジアが日本を凌駕して

いる。実はこれに先行して東アジア

の総輸出入規模が日本のそれを上回

っていた。

世界の GDPに占める東アジアの比

率は 1970年の 4.5％から 2001年に

は 8.6％へとほぼ倍増となり、輸出で

年次
輸出工業化率 対日米輸出規模比較 工業品輸出構成
日本 米国 総額 工業品 機械 日本 米国

化学 機械 その他 化学 機械 その他
1990 50.7 91.1 1.52 2.74 4.06 5.8 26.9 67.3 1.8 39.8 58.4
1995 68.0 93.2 1.54 2.11 2.74 4.8 38.6 56.6 1.8 50.1 48.1
2000 73.4 95.4 1.76 2.29 2.40 4.7 49.8 45.5 2.0 52.4 45.6
2001 73.5 95.2 1.67 2.16 2.20 4.8 48.3 46.8 2.3 49.3 48.4

表 9 東アジアの対日米貿易構造
（単位：％）

（資料）国連貿易統計（MBS）より作成
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は 1993年に 2桁台に乗り、その後も

一貫して上昇し 2001 年には 18.6 ％

へと大幅に高まった。世界輸入でも東

アジアのシェアはやや先行して 1991

年に 2桁台に乗り、1996年の 19.2％

をピークにその後低下するものの、

1970年に比べ 3倍以上に高まってい

る。この過程で大きな構造変化をみせ

た。第 1 は東アジアの輸出入規模が

日本のそれを上回るようになったこと

である。第 2 は、対世界貿易より若

刊遅れるものの、対米輸出規模でも日

本と東アジアの間で逆転が生じたこと

である。第 3 は以上のような構造変

化を反映して、東アジアの対日貿易シ

ェアは、日本の対東アジア貿易シェア

が輸出入とも上昇しているのと対照

的に、輸出入とも低下していることで

ある。

東アジアの日本を上回る高い成長率

を反映して、東アジア／日本の GDP

規模比は、1970年では 50%を若干超

える程度であったが、1980年代半ば

から上昇をたどり、1990 年代中葉

（1997 年）に 58.5%とピークを画す

る。このように日本と東アジアとの両

者の GDP規模の格差は縮小したもの

の、東アジア全体でも日本の GDP規

模を超えたことはこれまで一度もな

い。しかし、両者の貿易規模比較では

一変する。平均輸出規模に関しては、

1980年代には日本を上回り、1990年

代に入ると日本の 2 倍近い規模とな

る。輸入規模では、一貫して日本を上

回り、1990 年代平均では日本の 2.6

倍にも達した。単年でみると、東アジ

アのシェアは 1978年に輸出で、輸入

では 1970年以前から日本を抜き、そ

の後いずれも日本を上回っている。

東アジアの輸出入規模は何故日本の

それを上回るようになったのか。その

理由として次の点が挙げられる。①開

発戦略。輸入代替から輸出志向工業戦

略への転換。サポーティング・インダ

ストリーが未成熟であるため、産業の

工業化を推進するほど、さらに工業品

輸出を拡大させるほど、輸入を誘発す

ることになる。機械部品比率の高まり

はその象徴であり、こうした体質の構

造を有する経済を high exchange econ-

omy と称する。②そうした体質の経

済に拍車を掛けたのが輸出志向の強い

直接投資の大量導入である。1998年

には東アジアは発展途上国に流入した

直接投資の約 3 分の 1 を占めた。日

本企業はその代表であり、投資関連輸

出（進出企業の輸入）を拡大した。③

対米迂回輸出。1980年代前半の米国
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は「双子の赤字」に苦しみ、日本との

貿易摩擦を頻発させていた。④輸送機

械を除く機械 3業種はもとより IT関

連財ベース機械 3 業種で、世界的生

産と輸出基地となったこと。

東アジアの輸送機械を除く機械機器

3品目の対米輸出シェアをみると、一

般機械や精密機械、さらに IT関連財

など集約度（資本、技術）が高い品目

ほど高くなっている。特に東アジアの

米国向け IT関連財輸出は、東アジア

のみならず日本にも大きな影響を及ぼ

している。東アジアの IT関連財の対

世界輸出規模は 4,362億ドルと日本の

それの 4 倍以上にも達し、世界の IT

関連財総輸出に占めるシェアは

40.3％という大きなものである（注 5）。

米国向け輸出シェアは 20.7％である。

同財を製品と部品に分離すると、東ア

ジアの米国向け輸出シェアはそれぞれ

31.7％、14.0％である。一方、米国

の IT関連財輸入に占める東アジアの

割合は実に製品 46.2％、部品 47.6％

という高いもので、IT 化で世界の最

先端をいく米国は同財輸入で完全に東

アジアに依存しているといっても過言

ではない（いずれも 2002年値）。

1990 年代後半、米国は IT 革命を

テコに経済成長を謳歌した。しかし世

界の IT関連財生産において米国のシ

ェアは 33%であったが、同財の需要

のそれは 44%と大きなギャップに直

面していた。日本を除く東アジア諸国

の生産シェアは 19%であり、主要特

定品目では HDD は 97%、DVD は

93%、ノート PCは 85%、さらにデス

クトップ 43%、携帯電話 42%という

高いシェアを占める。一方、東アジア

諸国の需要シェアはわずか 3%であっ

た（注 6）。日本を含むと生産では実に

41%、需要では 15%と一層需給ギャ

ップが広がる。この世界的な IT関連

財の需給ギャップの調整が、米国と東

アジアの間で行われた。世界の先端を

走る米国経済の IT化に、東アジアが

IT 関連製品や機器などの財を効果的

に供給したのである。つまり米国はも

とより世界的な経済の IT化を目指す

ハードウェアとしての IT財の供給源

となったのが東アジアや日本であり、

米国はその供給先を特に東アジアに求

めたということである。『2001年米国

経済白書』はコンピュータ産業にとっ

ての世界的連続の重要性を指摘する。

それによると「国内コンピュータ生産

に占める輸入の割合」（約 60 ％）は

「国内生産に占める輸出の割合」（約

50%）を上回り、このギャップを埋め
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たのが東アジア諸国である（注 7）。

米国向け輸出で、1990年以降、東

アジアが日本のそれを上回り、これに

よる両者の対米輸出依存度の非対称を

反映して、米国がくしゃみすると

（1997年に発生したアジア通貨危機直

前の対米輸出鈍化や 2000年後半から

の IT不況）肺炎を起こすのは日本で

はなく、東アジアになってしまった。

この結果、日本は米国の景気後退を、

かつてほどストレートに受ける度合い

は低下したが、東アジア経由で間接的

に受ける度合いを強めた。この背後に、

東アジアの日本に対する輸出入シェア

がとも低下しているという構造変化が

ある。

日本の対東アジア貿易シェアは輸出

入とも上昇しているが、東アジアの対

日貿易シェアは表 11のように、輸出

入とも低下している。対日輸出シェア

はピークを画した 1975 年の 20.5 ％

に比べて 1990 年代後半から 11 ％台

と半分に低下し、輸入でも 25％以上

を占めていた時期に比べると、近年で

は 9ポイントも低下して 17％となっ

ている。つまり日本と東アジア間の貿

易の相互依存は非対称な変化が進行し

ていることである。これは東アジアの、

特に対米輸出規模が日本を大きく上回

り、さらに IT関連財輸出で米国の同

財需要に完全に組み込まれてしまった

ことで、一段と拍車が掛けられた。東

アジアの対米輸出シェアは 1990年以

降約 20％とほぼ一定である。さらに

東アジアの貿易においてもうひとつの

構造変化が進行しており、日本の東ア

ジアでのプレゼンスの低下に拍車を掛

けている。それは東アジア全体の域内

貿易比率が高まるものの、日本のプレ

ゼンスが急速に低下していることであ

る。替わって中国が「磁場」の役割を

果たして域内諸国を引き付け、プレゼ

ンスを高めている。

もうひとつの構造変化

東アジアの機械機器輸出の内部構成

年次
日本 米国 日米合計

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
1965 11.9 17.6 17.9 21.4 29.8 39.0 
1970 16.3 25.7 23.1 21.0 39.4 46.7 
1975 20.5 22.7 21.4 18.1 41.9 40.8 
1980 19.8 23.3 20.3 16.8 40.1 40.1 
1985 17.0 25.7 27.3 15.3 44.3 41.0 
1990 14.5 22.3 22.6 14.8 37.1 37.1 
1995 12.9 21.9 19.9 12.9 32.8 34.8 
2000 12.2 18.4 21.2 12.6 33.4 31.0 
2001 12.3 16.7 20.3 12.5 32.6 29.2 
2002 11.1 16.7 19.9 11.2 31.0 27.9 

表 11 東アジアの対日米貿易
シェアの推移

（単位：％）

（注）表 1に同じ
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変化は既に指摘した。この過程で機械

機器の先進国向け輸出で次のような構

造変化が進行した（表 12）。①対世界

輸出で電気機械および一般機械は 4

品目のうちで第 1位と第 2位を占め、

シェアの動きに大きな変化はみられな

い。これは日、米、EU向けでも同じ

である。②機械機器 4 品目のうち輸

送機械のシェアが上昇しているのに対

し、精密機械のそれは低下している。

これも日、米、EU向けでも同じであ

る。③上記のような内部構成変化を伴

いつつ先進国（日米 EU）向け機械機

器 4品目合計の輸出シェアは 2001年

に初めて 50 ％を割った。日、米、

EU向け機械機器輸出シェアも共通し

て低下している。

以上のような東アジアの機械機器の

構造変化は次のような含意を示唆する

ものであろう。総額ベースで日本向輸

出シェアの低下に続いて、対米輸出の

シェアの低下をもたらすことになると

いうことである。事実、米国向け輸出

シェアは 1996年に 19.3％と 1970年

以降の最低を記録した後、上昇に転じ

1999年に 21.9％となるものの、その

後再び低下を続けている。米国向け機

械機器輸出シェアの低下はその傾向が

続くということを予兆させるものであ

る。これに呼応して、米国の東アジア

からの輸入シェア（総額ベース）はピ

ークを画した 1995 年の 23.0 ％から

低下の一途をたどっている。ただし中

国からの輸入シェアは上昇している。

また米国の東アジア向け輸出シェアは

中国を中心に上昇している。EUでも

同じ傾向が観察される。

東アジアは電気機械を中心とする

IT 関連財生産と輸出の世界的基地の

地位を確立した。それを支えているの

が最大の輸出先である米国をはじめ日

本、EUを含む先進国であり、先進国

向け輸出シェアが低下しているという

ことは市場のグローバル化に向けた動

きであるとみてよいであろう。そして

それはこの先に東アジアの役割を示唆

している。まずそれは世界が一層 IT

化に向けて動く中で、東アジアがそれ

に必要な IT関連財基地の地位をより

強固なものにするということである。

さらに先に分析した東アジアの輸出構

造変化は、同地域における様々なる

FTA 構想に直接間接大きな影響を及

ぼすことになろう（注 8）。



144• 季刊　国際貿易と投資 Spring 2004 / No.55

1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年

機種別

地域構成

（世界計を

100をする）

機械計 日本 8.6 9.4 10.1 10.2 9.4 
米国 24.8 24.4 23.3 21.6 20.8 
EU 20.0 18.0 16.9 16.7 15.4 
３極計 53.3 51.7 50.3 48.5 45.5 

輸送機械 日本 0.2 3.9 4.5 4.6 5.0 
米国 14.9 19.6 21.7 21.8 23.6 
EU 28.7 23.8 22.3 22.2 22.0 
３極計 43.8 47.3 48.5 48.6 50.5 

一般機械 日本 8.0 9.5 10.7 10.2 9.1 
米国 29.6 28.2 26.4 23.8 23.6 
EU 21.2 21.0 19.2 19.2 17.5 
３極計 58.8 58.8 56.2 53.2 50.2 

電気機械 日本 9.4 9.7 10.2 10.8 9.8 
米国 23.6 22.9 21.6 20.1 18.6 
EU 15.6 14.9 14.6 14.1 12.8 
３極計 48.6 47.4 46.4 45.0 41.3 

精密機械 日本 12.7 13.8 14.0 13.1 12.9 
米国 22.8 22.9 23.1 21.7 20.1 
EU 20.1 18.7 18.1 17.5 16.5 
３極計 55.5 55.5 55.2 52.3 49.5 

地域別機種構成

（機械合計を 100％と

する

世界 輸送機械 2.7 2.7 8.5 7.8 8.4 
一般機械 33.7 33.7 33.5 33.0 33.5 
電気機械 49.9 49.9 51.5 53.2 52.0 
精密機械 7.0 7.0 6.5 5.9 6.1 

日本 輸送機械 0.1 0.1 3.5 3.5 4.5 
一般機械 31.2 31.2 33.9 34.9 32.5 
電気機械 54.7 54.7 53.0 53.5 54.6 
精密機械 10.3 10.3 9.6 8.2 8.4 

米国 輸送機械 1.6 1.6 6.8 7.3 9.6 
一般機械 40.4 40.4 38.8 37.4 38.0 
電気機械 47.6 47.6 48.3 49.4 46.5 
精密機械 6.4 6.4 6.1 5.9 5.9 

EU 輸送機械 3.9 11.2 10.4 11.4 12.1 
一般機械 35.8 39.2 37.4 38.2 38.1 
電気機械 38.8 42.8 45.9 43.5 43.3 
精密機械 7.0 6.8 6.4 6.8 6.6 

表 12 東アジアの機械輸出の構造
（単位：％）

（資料）表 1に同じ
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（注 1）青木健『アジア経済持続的成長の途』
日本評論社、2000年、第 4章で詳し
く分析している。

（注 2）ASEANの電気機械の「逆輸入」比率
は 100 ％を超える。計算に用いた数
値は、分母は通関輸入で、分子は経
済産業省が実施している海外に進出
している企業の日本本社を対象とし
たアンケート結果によるものである。
アンケートの場合、企業ベースであ
るため、例えば電気機械メーカーの
M 社が自動車を輸入したとき、それ
が電気機械の輸入額に含まれてしま
い、通関ベースの電気機械輸入額と
齟齬をきたす可能性が生じ、ASEAN

の電気機械「逆輸入」のような数値
となる。なお経済産業省が『海外現
地法人の動向』で発表している「逆
輸入」がある。

（注 3）機械機器「部品」は国際貿易投資研
究所『日本の商品別・地域別貿易指

数』（2002年版）の分類による。
（注 4）「アジア」という地域区分は「国連統

計月報」（Monthly Bulletin of Statistics）
に準拠し、「東アジア」（N I E S、
ASEANおよび中国）で代替した。特
に貿易規模では東アジアがアジアの 9

割を占める。特記しない限り「アジア」
という場合、東アジアとして援用する。
なお「アジア」は西では中央アジアま
での 8カ国を含む。

（注 5）IT財の定義は国際貿易投資研究所の
データベースによる。

（注 6）『日本銀行調査月報』2000/7などに
よる。

（注 7）平井規之監訳『2001年米国経済白書』
毎日新聞社、2001年。

（注 8）青木健「東アジア地域主義の新展開
と日本の対応」「ASEAN経済の可能
性」『政策提言：日本の新たなアジア
通商政策』（近刊）日本評論社、2004

年、第 1章、第 2章。

日本の産業構造変化が東アジアに及ぼした影響




